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議案第８６号  
 

          平成２９年度常総市公共下水道事業特別会計補正予算（第２号）  

 

 平成２９年度常総市の公共下水道事業特別会計補正予算（第２号）は，次に定めるところによる。  

 （歳入歳出予算の補正）  

第１条  既定の歳入歳出予算の総額から 歳入歳出それぞれ３９，８３２千円を減額し，歳入歳出予算の総  

額を歳入歳出それぞれ１，７４７，７５３千円とする。  

２  歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は，  

「第１表  歳入歳出予算補正」による。  

（継続費の補正）  

第２条  既定の継続費の変更は，「第２表  継続費補正」による。  

（繰越明許費）  

第３条  地方自治法第２１３条第１項の規定により翌年度に繰り越して使用することができる経費は，

「第３表  繰越明許費」による。  

 （地方債の補正）  

第４条  既定の地方債の変更は，「第４表  地方債補正」による。  

 
   平成３０年２月２８日  提出  

 

                                常総市長   神達  岳志     
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歳    入 （単位　千円）

補正前予算額 補正予算額 計

 1 負 担 金 49,704 504 50,208

 1 負 担 金 49,704 504 50,208

 3 国 庫 支 出 金 249,335 △8,500 240,835

 1 国 庫 補 助 金 249,335 △8,500 240,835

 4 繰 入 金 464,691 9,227 473,918

 1 一 般 会 計 繰 入 金 464,691 9,227 473,918

 6 諸 収 入 3 2,337 2,340

 2 雑 入 1 2,337 2,338

 7 市 債 799,800 △43,400 756,400

 1 市 債 799,800 △43,400 756,400

 　　　　　　　　　 歳　　　　入　　　　合　　　　計 1,787,585 △39,832 1,747,753

歳　　出 （単位　千円）

補正前予算額 補正予算額 計

 1 公 共 下 水 道 事 業 費 1,178,590 △38,976 1,139,614

 1 公 共 下 水 道 事 業 費 1,178,590 △38,976 1,139,614

 2 公 債 費 588,577 △856 587,721

 1 公 債 費 588,577 △856 587,721

　　　　　　　　　 歳　　　　出　　　　合　　　　計 1,787,585 △39,832 1,747,753

款 項

第　１　表　　　歳　入　歳　出　予　算　補　正

款 項



第２表　　継続費補正
　変　更

第３表　　繰越明許費

第４表　　地方債補正
　変　更

（単位　　千円)

流 域 関 連 公 共 下 水 道 整 備 事 業

限 度 額起債の方法
起　債　の　目　的

普通貸借
又      は
証券発行

償還の方法

151,639

17,100公営企業会計適用債

公共下水道事業 638,100 596,200

補正前に同じ補正前に同じ

政府資金については,その
融資条件による。その他の
場合には,その債権者と協
定するものとする。ただし,
市財政の都合により繰上
償還又は低利債に借換え
することができる。

1,994

補正前に同じ

利　率

補　　　正　　　後

流 域 下 水 道 事 業 費

（単位　　千円)

償還の方法

15,600

款

限 度 額

事　業　名

       3.0％以内
（ただし，利率の見
直しを行った後に
おいては，当該見
直し後の利率）

中 央 公 共 下 水 道 整 備 事 業 302,425

利　率

補　　　正　　　前

起債の方法

浸 水 対 策 事 業

事　業　名

1

15,660

41,883

金　額

（単位　　千円)

項

8,943

17,2801
公共下水道
事   業   費

46,000
公共下水道
事   業   費

平成31年度

平成30年度

平成29年度

平成31年度

平成30年度

平成29年度

9,500

補　正　前

年　度総　額年　割　額年　度総　額

補　正　後

年　割　額
款 項

119,178

1 公共下水道事業費 1 公共下水道事業費

公 営 企 業 会 計
適 用 業 務 委 託 料

19,400

17,100
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予 算 に 関 す る 説 明 書

１  総    括

歳    入 （単位　千円）

補 正 前 予 算 額 補 正 予 算 額 計

 1 負 担 金 49,704 504 50,208

 3 国 庫 支 出 金 249,335 △8,500 240,835

 4 繰 入 金 464,691 9,227 473,918

 6 諸 収 入 3 2,337 2,340

 7 市 債 799,800 △43,400 756,400

　　　　　　　歳          入          合          計 1,787,585 △39,832 1,747,753

歳　入　歳　出　予　算　補　正　事　項　別　明　細　書

款

歳    出 （単位　千円）

国県支出金 地　方　債 そ　の　他

 1 公 共 下 水 道 事 業 費 1,178,590 △38,976 1,139,614 △8,500 △43,400 504 12,420

 2 公 債 費 588,577 △856 587,721 △856

　　　歳　　　出　　　合　　　計 1,787,585 △39,832 1,747,753 △8,500 △43,400 504 11,564

補　正　予　算　額　の　財　源　内　訳

特　　　定　　　財　　　源
一 般 財 源

款 補正前予算額 補正予算額 計



２  歳     入

(款)  1 負担金 (項)  1 負担金 （単位　千円）

補　正　前 補　　　正

予　算　額 予　算　額 金　　額

 1 公共下水道負担金 49,704 504 50,208  1 現 年 度 分 504 05 浸水対策事業費負担金

　　　 計 49,704 504 50,208

(款)  3 国庫支出金 (項)  1 国庫補助金

 1 公共下水道事業費 249,335 △8,500 240,835  1 公共下水道事業費 △8,500 01 中央公共下水道事業費補助金 △10,000

国 庫 補 助 金 国 庫 補 助 金 05 流域関連公共下水道事業費補助金 1,500

　　　 計 249,335 △8,500 240,835

(款)  4 繰入金 (項)  1 一般会計繰入金

 1 一 般 会 計 繰 入 金 464,691 9,227 473,918  1 一 般 会 計 繰 入金 9,227

　　　 計 464,691 9,227 473,918

(款)  6 諸収入 (項)  2 雑入

 1 雑 入 1 2,337 2,338  1 雑 入 2,337 03 雑入

　　　 計 1 2,337 2,338

(款)  7 市債 (項)  1 市債

 1 下 水 道 事 業 債 799,800 △43,400 756,400  1 下 水 道 事 業 債 △43,400 01 中央公共下水道事業債 △9,500

07 流域関連公共下水道事業債 △32,400

30 公営企業会計適用債 △1,500

目 計
節

区　　　分
説　　　　　　　　　明
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(款)  7 市債 (項)  1 市債 （単位　千円）

補　正　前 補　　　正

予　算　額 予　算　額 金　　額

　　　 計 799,800 △43,400 756,400

目 計
節

説　　　　　　　　　明
区　　　分



３  歳      出

(款)  1 公共下水道事業費 (項)  1 公共下水道事業費 （単位　千円）

補 正 額

一 般

国県支出金 地 方 債 そ の 他 財 源

 1 公 共 △3,871 △1,500 △2,371  8 報 償 費 1,008 02 公共下水道総務事務費       △2,431

下 水 道 ( 71,151 ) 13 委 託 料 △905  8 報償費 1,008

総 務 費 ( 67,280 ) 27 公 課 費 △3,974   01 前納報奨金

13 委託料 535

  04 検針業務委託料

27 公課費 △3,974

  01 消費税

03 公営企業会計適用事業費       △1,440

13 委託料 △1,440

  01 公営企業会計適用業務委託料

 2 施 設 △15,000 △6,500 △11,500 3,000 13 委 託 料 △15,000 02 施設維持管理費      △15,000

管 理 費 ( 202,312 ) 13 委託料 △15,000

( 187,312 )   14 汚泥処分委託料 3,000

  47 内守谷浄化センター長寿命化実施設計委託料 △18,000

 3 中央公共 △4,007 △3,500 2,000 △2,507 13 委 託 料 △4,007 02 水海道地区中央公共下水道整備事業費       △4,007

下 水 道 ( 481,512 ) 13 委託料 △4,007

事 業 費 ( 477,505 )   05 設計監理委託料

 4 流 域 △16,098 1,500 △32,400 504 14,298 13 委 託 料 △16,098 02 石下地区流域関連公共下水道整備事業費      △13,176

下 水 道 ( 423,615 ) 13 委託料 △13,176

事 業 費 ( 407,517 )   05 設計監理委託料

03 石下地区浸水対策事業費       △2,922

13 委託料 △2,922

  05 設計監理委託料

 計 △38,976 △8,500 △43,400 504 12,420

( 1,178,590 )

( 1,139,614 )

説　　　　　　　明目

(　　計　　)

(補正前の額)

節

区 分 金 額

補 正 予 算 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
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(款)  2 公債費 (項)  1 公債費 （単位　千円）

補 正 額

一 般

国県支出金 地 方 債 そ の 他 財 源

 2 利 子 △856 △856 23 償還金利子 △856 01 地方債利子償還金         △856

( 132,833 ) 及び割引料 23 償還金利子及び割引料 △856

( 131,977 )   04 地方債利子

 計 △856 △856

( 588,577 )

( 587,721 )

目

補 正 予 算 額 の 財 源 内 訳 節

説　　　　　　　明(補正前の額) 特 定 財 源
区 分 金 額

(　　計　　)
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継 続 費 に つ い て の 前 前 年 度 末 ， 前 年 度 末 ま で の 支 出 額 

及び当該年度以降の支出予定額並びに事業の進行状況等に関する調書  

（単位 千円） 

款 項 事 業 名 

全     体     計     画 
前前年度 

末までの 

支 出 額 

前年度末

ま で の 

支 出 額 

当該年度 

支 出 

予 定 額 

当該年度 

末までの 

支出予定額 

翌年度以 

降 支 出 

予 定 額 

継続費の 

総額に対 

する進捗率(%) 

 

年度 

 

年 割 額 

左  の  財  源  内  訳 

特  定  財  源 
一般財源 

国県支出金 地 方 債 そ の 他 

１ 

公共下

水道事

業費 

 

１ 

公共下

水道事

業費 

 

 

公 営 企 業 

会 計 適 用 

業 務 委 託 料 

29 15,660  15,600  60   15,660 15,660  37.4 

30 17,280  17,200  80     17,280 41.3 

31 8,943  8,900  43     8,943 21.3 

計 41,883  41,700  183   15,660 15,660 26,223 100.0 

 



- 62 -

（単位　千円）

当該年度中
起債見込額

当 該 年 度 中
元金償還見込額

6,661,194 6,578,064 799,000 341,107 7,035,957

621,139 588,330 24,800 37,682 575,448

673,637 728,904 128,300 76,955 780,249

0 1,700 15,600 0 17,300

7,100 12,600 0 0 12,600

7,963,070 7,909,598 967,700 455,744 8,421,554

   
　 　

  　

当  該  年  度  末
現 在 高 見 込 額

公 共 下 水 道 事 業 債

流 域 下 水 道 事 業 債

合 計

　

資 本 費 平 準 化 債

公 営 企 業 会 計 適 用 債

災 害 復 旧 事 業 債

地 方 債 の 前 前 年 度 末 及 び 前 年 度 末 に お け る 現 在 高 並 び に
当 該 年 度 末 に お け る 現 在 高 の 見 込 み に 関 す る 調 書

区分
前前年度末
現 　在 　高

前 年 度 末
現 在 高

当該年度中増減見込み


